
　この報告書では、日米関係について、米軍基地の海外展開、沖縄米軍の訓練移転をめぐる論
考に加え、米国人の一般的なアジア観、中国の日米関係に対する認識といった幅広い視点から、
歴史的な経緯と最新の動向の双方を調査し、できる限り客観的に分析し紹介することに努めた。
日米関係をめぐる背景の理解のために必要な事項を網羅的に取り上げることはできなかった
が、その重要な側面のいくつかを把握していただければと願っている。
　折しも、この調査を実施した平成24（2012）年は、アジア太平洋地域の国際状況が転換の時
期を迎えているにとどまらず、日米両国で第二期オバマ政権と第二次安倍政権が誕生する節目
の年となった。その後も、両国の関係には、それを取り巻く東アジア及び世界の情勢とともに、
時々刻々と変化が生じていることは周知のとおりである。この報告書に収められた諸論考の考
察は、こうした変化に対応していくために有効なものであると考える。
　国際政策セミナーの記録を含め、この報告書が、日米関係の現状に対する理解を深め、今後
の課題に積極的に取り組んでいくに当たって、何らかの参考になれば幸いである。

　当「総合調査」の参加メンバーは、次のとおりである。（所属はプロジェクト在籍当時）

　　座　　　長　　　池本　幸雄	 （専門調査員・総合調査室・平成24年 9 月まで）

　　　　同　　　　　齋藤　純子	 （専門調査員・総合調査室・平成25年 3 月まで）

　　同　　　　　金箱　秀俊	 （専門調査員・総合調査室・平成25年 4 月から）

副　座　長　　　原井　直子	 （主幹・総合調査室・平成25年 3 月まで）

顧　　　問　　　鎌田　文彦	 （専門調査員・外交防衛調査室）

事 務 局 長　　　鈴木　　滋	 （国会分館長；外交防衛課長・平成25年 3 月まで）

　　同　　　　　藤巻　正人	 （外交防衛課長・平成25年 4 月から）

プロジェクト･リーダー　　　樋山　千冬	 （外交防衛課）

調　査　員　　　木村　志穂	 （政治議会課）

　　同　　　　　山本健太郎	 （外交防衛課）

　　同　　　　　浅井　一男	 （同；調査企画課・平成25年 3 月まで）

　　同　　　　　湯本　善昌	 （財政金融課）

　　同　　　　　伊藤　　白	 （経済産業課）

事　務　局　　　大曲　　薫	 （主幹・調査企画課長・平成25年 3 月まで）

　　同　　　　　安部さち子	 （調査企画課）

　　同　　　　　本田　千春	 （同）

　　同　　　　　植木安友香	 （同）

　　同　　　　　松山　健二	 （主任調査員・連携協力室長・平成25年 3 月まで）

　　同　　　　　芦田　　淳	 （連携協力室）

　当「総合調査」においては、多角的かつ総合的な視点から分析・調査を行うため、当調査テー
マに造詣の深い次の学識経験者に、客員調査員及び非常勤調査員を委嘱し、共同で調査に当たっ
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　国立国会図書館調査及び立法考査局では、国政審議に資するため、分野横断的かつ中長期的
な立法上・政策上の重要課題について、内外の制度及び動向等を調査、分析する「総合調査」
を実施している。平成24（2012）年から平成25（2013）年にかけての今回の総合調査では、米
国の外交戦略の見直しや、政治・経済上の諸課題の存在により、近年、我が国の国政課題とし
てさらに重要性を増している、日米関係をテーマとして取り上げた。
　中国の台頭や朝鮮半島情勢を契機として、現在、東アジア及び太平洋地域の国際状況は構造
的な変化を迎えつつある。米国が近年打ち出した新たな外交戦略は、財政難に伴う対外関与の
縮小を基調としながら、アジアへのシフトを図っており、基調としての日米関係の重要性は、
双方にとって高まってきているといえる。その一方で、政治分野では沖縄における基地問題・
在日米軍再編、経済分野ではTPP（環太平洋経済連携協定）交渉など、両国間には未来に向け、
解決すべき課題も多い。また、2012年秋には米国で大統領選挙が実施され、民主党のオバマ大
統領が再選された。そして、2013年の春までには、日本、米国、韓国、中国と新たな体制がそ
れぞれ誕生しており、日本と米国の外交政策、日米の二国間関係、ひいては東アジアを中心と
したアジア太平洋地域の将来にも影響を及ぼしてきている。
　以上のような状況を踏まえ、この総合調査では、日米両国関係の現状と展望についての分析
を中心に、米国内の政治潮流や、中国をはじめとした東アジア諸国の動向にも着目して検討を
進めてきた。その成果は、米軍基地をめぐる日米関係、沖縄米軍による訓練の本土移転問題に
加え、米国から見た東アジア、中国から見た日米関係という、この報告書に収めた 4 つの論文
に反映されている。
　調査の実施にあたっては、調査及び立法考査局の政治、経済各分野の調査員をメンバーとす
るプロジェクトチームを編成した。更に、今回のテーマに造詣の深い外部の学識経験者に、本
調査への協力を依頼し、河野勝・早稲田大学政治経済学術院教授（国際関係論、比較政治学）に
客員調査員を、髙木綾・二松學舎大学国際政治経済学部非常勤講師（アメリカ政治）に非常勤
調査員をそれぞれ委嘱している。今回の総合調査は、プロジェクトチームメンバーと 2 人の学
識経験者との協力の上になされたものである。
　 1 年以上にわたる調査期間中、原則として月 1 回、定例会議を開催した。会議では、河野客
員調査員の助言・指導のもとに、共通の課題として捉えるべき諸状況の確認と調査報告書への
反映が検討され、個々の調査テーマに関しての意見交換と情報の共有が図られた。また、外部
有識者を招き、説明聴取会を 6 回開催した。そこでは、｢日米関係をめぐる動向と展望｣ に関
する今回の調査の実施にあたっての留意点、大統領選挙をめぐる米国政治の状況、米国の東ア
ジア政策及び安全保障政策とそれが日米関係に与える影響、日米経済関係といった問題に関し
て情報の収集と意見交換を実施した。併せて、米国の安全保障政策に関して、プロジェクトメ
ンバー 1 名が現地調査を行った。説明聴取会に招いた有識者及び現地調査の訪問機関等は、「お
わりに」に記すとおりである。
　また、この調査の一環として、平成25（2013）年 2 月13日から 3 日間にわたり、国会議員及
び一般参加者を対象とした国際政策セミナーを開催した。この国際政策セミナーには、米国か
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た。（肩書きは平成25年 4 月現在）

　　客員調査員　　　河野　　勝	 （早稲田大学政治経済学術院教授）

　　非常勤調査員　　　髙木　　綾	 （二松學舎大学国際政治経済学部非常勤講師）

　当「総合調査」を進める過程で、次の専門家の方々からお話を伺い、的確なご教示を賜った。
（肩書きは当時）

平成24年 3 月 1 日　　河野　　勝 氏（早稲田大学政治経済学術院教授）

　　　　 5 月25日　　中山　俊宏 氏（青山学院大学国際政治経済学部教授）

　　　　 7 月19日　　渡辺　将人 氏（	北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院准教

授）

　　　　 7 月26日　　泉川　泰博 氏（中央大学総合政策学部准教授）

　　　　10月11日　　梅本　哲也 氏（静岡県立大学国際関係学部国際関係学科教授）

平成25年 1 月18日　　馬田　啓一	氏（杏林大学大学院国際協力研究科教授）

　当「総合調査」メンバーが行った現地調査に際して訪問した諸機関は、次のとおりである。
（訪問順）

【米国】
　	カリフォルニア大学ロサンゼルス校　ロナルド	W.	バークル国際関係論センター（カリフォ

ルニア州ロサンゼルス）

　	ノースウェスタン大学　バフェット国際比較研究センター（イリノイ州エヴァンストン）

　シカゴ大学歴史学部（イリノイ州シカゴ）

　海軍大学校（ロードアイランド州ニューポート）

　コロンビア大学　バーナードカレッジ（ニューヨーク州ニューヨーク）

　この報告書の作成にあたりお世話になった専門家の方々、訪問先の諸機関及び関係者の皆様
に改めて心よりお礼申し上げたい。
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